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荒川区障害者基幹相談支援センター

荒川区精神障害者相談支援事業所コンパス

相談支援センターあらかわ

＜第３層＞

地域における相談
支援体制の整備や
社会資源の開発など

＜第２層＞

一般的な相談支援

＜第１層＞

基本相談支援を基盤
とした計画相談支援

ｐ

計画相談支援
地域相談支援

障害児相談支援
自立生活援助

東京都精神障害者地域移行促進事業

印：地域包括支援センター

計画：550名前後
定着：35名前後

荒川区人口
216,349人

高齢化率
23.5％

手帳取得者数
10,853人

１

２

３

東京都・荒川区の相談支援体制【障害福祉】

特定相談支援事業所：10ケ所



障害者相談支援の今後に向けて（基幹Ｃの役割）

課 題 相談支援の質の向上 目指すもの

持続可能な

地域生活支援

地域移行

高齢化

障害の重度化

医療的ケアの
必要な児者

自然災害

障害者の

尊厳の確保、
社会参加等

共生社会
の実現

体制の
整備

運営と経営

人財の
育成

支援セン
ター

基幹相談



基幹Ｃにおける主任相談支援専門員の活動★謙虚さ★

①重層的支援
体制整備

②地域生活
支援拠点

③精神障害にも対応
した地域包括ケア
システム

④居住支援 ⑤医療的ケア ⑥災害対策

０歳 18歳 65歳

ご当地ならではの地域づくり(文化醸成)

相談の支援 参加の支援
オールケアマネで培った
ネットワークを活かして
コーディネイトを行い、
事例を通じて相談支援体
制の更なる強化を図る。

ご本人の興味・関心等
に基づき、様々な社会
資源とのつながりの再
構築及び社会的孤立の
防止を図る。

相談支援
専門員の

A面 B面 関係者の A面 B面



児童発達
支援Ｂ

複合的な課題を抱える世帯への支援事例【相談の支援】

家族構成

父 母

子

●区役所から「養育環境の課題」と「発達課題（言語等）」が重複している
事例について障害児支援利用援助の依頼を基幹Ｃとして受け付ける。

●発達課題に対しては、児童発達支援で療育を受けることになっていた。
●基幹Ｃが介入する前から、【子ども家庭総合センター】【保健師】【保育
園】の３者がチームで支援していた。

支援のきっかけ

４
歳

子ども家庭
総合センター
地区担当
保健師

保育園
園長先生

当初チーム

児童発達
支援Ａ

ケ
ア
会
議
実
施

ワ
ク
チ
ン

情
報
提
供

終
了

５
歳

接種保育園に通えず 保育園の再開 児童発達の再開

家庭
訪問

母のニーズキャッチ

基幹Ｃ 家庭訪問 家庭訪問 通所先調整

通所できず

ケ
ア
会
議
実
施

生活
保護

世帯に合わせた柔軟な対応

精神
疾患

元々、保育園と
行政のチームが
対応していた

児童発達支援に計画通り
通所できないためケア
会議で対応を協議した

ワクチン接種
が完了し母の
安心感を確保
できた

登園再開に伴い園長
が母のニーズを
キャッチして関係者
へ共有した

基幹の情報
をチームへ
提供できた

空白期間

児童発達支援Ｂ事業所
が世帯に合わせた柔軟
なサービス提供をした

1日のスケジュール

～

9時：登園（母の送り）

12時：昼食
13時：児童発達（送迎）

15時：保育園戻（送迎）

17時：帰園（母の迎え）

～
～

支援内容とポイント

小学校入学を見
据えた支援方針

保育園児
（４歳）

言葉を伸ばし
てあげたいわ

家庭
訪問



２-(１)-⓪ 相談支援のレベルと地域づくり

地域

課題の解決

分野横断的協働

地域資源の開発

地域ネットワークづくり

社会資源の活用や調整

ケアマネジメントの基本技術

利用者との信頼関係構築

令和4年度相談支援従事者指導者養成研修（島村聡_資料引用）



複合的な課題を抱える方への支援事例【参加の支援】

家族構成

夫3年前
に他界

80歳

要支援１

●同居の夫が３年前に他界した後、包括支援Ｃが定期的に見守り。
●3ケ月前に精神科を初診して知的障害（中等度）と診断された。
●金銭管理ができず、文書や数字が理解できないので「文字を
読めるようになりたい」と希望があり、包括支援センターから
基幹相談支援センターに相談が寄せられた。

支援のきっかけ

＜支援開始＞
■包括支援センターからは「療育手帳の取得方法を知りたい」と相談が
あったが、主任相談支援専門員がニーズの捉え直しを行った。
＜ご本人が抱える多様な課題を整理＞

＜多機関との連携による支援＞
■主任相談支援専門員はご本人の不安感と孤独感に着目し、関係機関（包

括支援センター、保健師、社協、地活等）を招集して担当者会議実施。
地域の情報が集まり、ご本人の強みを活かして地活（書道サークル）へ
の参加と同じ町内に住む元社協職員のつながりを作ることとなる。

支援内容

 基幹の主任がコーディネイトし
てご本人の強み（書道）を生か
した地活利用につながった。

 元社協職員とのつながりもでき、
信頼関係構築後は地域福祉権利
擁護事業を提案していく予定。

 関係機関の連携が促進された。

効 果

子供なし

金銭管理 通帳が読めず、知人にお金を払って助言をもらってい
る。

地域の支え合い 町内に頼れる市民がいない。

社会参加 「まずは、文字を読めるようになりたいの！」と誘い
を拒否。

他者交流 節約を優先し、知人が喫茶店に誘っても断っている。



２-(１)-⓪ 相談支援のレベルと地域づくり

地域

課題の解決

分野横断的協働

地域資源の開発

地域ネットワークづくり

社会資源の活用や調整

ケアマネジメントの基本技術

利用者との信頼関係構築

令和4年度相談支援従事者指導者養成研修（島村聡_資料引用）



大学病院（約7ケ月）

医療的ケア児の支援事例【地域課題の解決】

家族構成

父 母

子

●超低出生体重児として令和3年6月に出生し、のちに呼吸器使用。
●令和4年1月に退院することになり、障害者福祉課から退院1ケ月前に支援
要請あり。

●急遽、入院先の大学病院のケア会議に参加し退院後の支援体制を医療関係者
と共に構築していくことになる。

支援のきっかけ

12月 1月 1/下旬 2月 3月上旬 3月中旬 4月

本
人
・
家
族
の
状
況

早
期
連
携
の
必
要
性

入
浴
時
補
助

①各種手続きの煩
雑さ（子どものそ
ばから離れられな
い状況）

②留守番看護の要
件に非該当

支援と地域課題

出生時
537ｇ

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
動
き

相
談
受
付
（
障
福
）

退
院
前
カ
ン
フ
ァ
参
加

退
院
先
訪
問

訪
問
看
護
Ａ
打
合
せ

訪
問
看
護
Ｂ
打
合
せ

退
院
前
カ
ン
フ
ァ

ヘ
ル
パ
ー
意
向
な
し

訪
問
看
護
日
程
調
整

土
日
訪
看
希
望

訪
問
看
護
Ｃ
探
し
調
整

訪
問
看
護
Ｃ
追
加

荒
川
自
宅
生
活
開
始

ケ
ア
会
議
実
施

ヘ
ル
パ
ー
希
望
あ
り

計
画
書
作
成

ヘ
ル
パ
ー
調
整

ヘ
ル
パ
ー
開
始

ヘ
ル
パ
ー
追
加
希
望

土
日
の
ヘ
ル
パ
ー
調
整

家
族
負
担
過
重

レ
ス
パ
イ
ト
検
討
中

祖父母宅（約1ケ月半）

退
院
（
祖
父
母
宅
へ
）

ご自宅

医療的ケア児等地域コーディネーター業務

地域課題の改善提案

相談支援専門員業務

自
宅
訪
問

①訪問診療
②訪問看護
③保健所
④福祉課

と連携して
検討中



２-(１)-⓪ 相談支援のレベルと地域づくり

地域

課題の解決

分野横断的協働

地域資源の開発

地域ネットワークづくり

社会資源の活用や調整

ケアマネジメントの基本技術

利用者との信頼関係構築

令和4年度相談支援従事者指導者養成研修（島村聡_資料引用）



①個を地域で支える援助

（サービスで支える）

②個を支える地域をつくる援
助

（インフォーマル資源で支え
る）

一体的（同時並行的）に実施

ミクロ的
活動

メゾ的
活動

マクロ的
活動

チ
ー
ム
支
援

関
係
つ
く
り

チ
ー
ム
支
援

関
係
つ
く
り



メゾ

初
任
者

現
任
者

主
任
者

個別のアプローチ

コミュニティーアプローチ

制度・政策アプローチ

委託
相談

委託
相談

基幹
センター

特定相談支援事業所

ミクロ

マクロ

障害福祉サービスの利用あり障害福祉サービスの利用なし

基幹センター・委託相談

１．総合相談
２．体制整備
３．移行・定着
４．権利擁護

１．福祉サービス利用の
ための情報提供、相談

２．社会資源の活用のた
めの支援

３．社会生活力を高める
ための支援

４．ピアカウンセリング

５．専門機関の紹介 等

協働



一般的な
相談支援

拠点施設
（緊急）相 泊

働 居

療

困

地活就業
生活

療育/発達

生活
困窮

基幹相談Ｃ 行 政協議会

県内

全国

日 本 国 憲 法

条 約（障害者の権利条約/子どもの権利条約等）

相談支援事業所 サービス提供
事業所

計画相談支援

高地域包括
支援Ｃ

子
子供
家庭

法 律（障害者基本法/障害者総合支援法等）

ピ ピ

ピピピピ

ピ ピ

ピ

ピアスタッ
フ

（親もあ
り）

連携でき
る体制を
構築する
役割



基幹相談支援センターの必要な取組み（例）
理念：共生社会の実現

地域巡回

資源把握

個別支援

モニタ検証

課題の
把握と整理

課題の
分析と仕掛け

民 間（連絡会）

行 政（定例会）

協議会で
制度や政策化 繰り返し

地
域
創
り

人
財
育
成

事
業
所
強
化

①事例検討会の実施 ②各種研修会の実施 ③モニタリング検証

④ＯＪＴの実施 ⑤インターバル対応 ⑥演習指導者の育成

①報酬理解 ②基準遵守 ③BCP

④ピアスタッフ雇用 ⑤虐待防止、

パワセク、感染対策等リスクマネジメント

地域創り

人財育成

事業所強化

取 組 の 流 れ


